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３．２ 社会・経済情勢 

（１）社会情勢 

 現在、我が国は本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢化の進展、財政状況の悪化、

環境問題の顕在化、自然災害の増加及び被害の甚大化といった社会・経済情勢を迎えてお

り、交通政策への取り組み方も従前からの変化を求められている。 

① 人口減少・超高齢社会 

・ 「日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）」によると、日本の総人口は平成 22（2010）

年に約 12,718 万人、平成 42（2030）年に約 11,522 万人、平成 62（2050）年に約 9,515

万人になると予想されている。 

・ 上記推計の報告書によると、「老年（65 歳以上）人口割合は平成 17（2005）年現在の

20.2％（約５人に 1 人）から、出生３仮定推計とも平成 25（2013）年には 25.2％で４

人に１人を上回り、その後出生中位推計では、平成 47（2035）年に 33.7％で３人に１

人を上回り、50 年後の平成 67（2055）年には 40.5％、すなわち 2.5 人に１人が老年

人口となる」とされている。 

 
図 日本の人口構造の推移と見通し 

資料：子ども・子育て白書 2010 

・ 日本の総人口は 2004 年頃をピークとして減少傾向に転じ、今後の高齢者の増加率

は人口規模が大きい自治体ほど高くなる。 
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注）推計値（2010～2035 年）は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）」による。 

  数値は四捨五入によるため、合計値が合わない場合がある。 

図 埼玉県の人口の将来推計 
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注）推計値（2010～2035 年）は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）」による。 

  数値は四捨五入によるため、合計値が合わない場合がある。 

図 さいたま市の人口の将来推計 

・ 埼玉県の人口は 2010 年頃をピークとして減少傾向に転じ、その後は人口減少とと

もに急速な高齢化が進む見込みである。 

・ さいたま市は未だ人口増加が続いているが、2015 年頃には人口のピークを迎え、

その後は人口減少とともに急速な高齢化が進む見込みである。 
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（参考） 

 

・平成 22 年国勢調査 人口速報集計結果 ＜平成 23 年 2 月 25 日公表＞ 

 さいたま市の人口増加数は全国６位であり、名古屋市と同規模の増加数となった。

・平成 22 年人口：実績値（速報値）と平成 17 年実績を基にした推計値との比較 

 首都圏においては、平成 22 年の実績値は推計値よりも大きい値となっている。 

人口推計値と国勢調査速報値の比較
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・平成 22 年人口：実績値（速報値）と平成 17 年実績を基にした推計値との比較（２） 

 沿線市３市及び春日部市の平成 17 年人口、平成 17 年実績を基にした平成 22 年人

口推計値、平成 22 年人口実績値（国勢調査速報値）との比較。 
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 沿線３市及び春日部市における推計値と実績値を比較すると、鳩ヶ谷市の実績値

は推計値とほぼ同様であるが、さいたま市、川口市及び春日部市は推計値より１～

２%増加傾向となった。 
 

表 沿線３市及び春日部市における人口推計値と実績値の比較（人） 

 さいたま市 川口市 鳩ヶ谷市 春日部市 

平成 17 年 

（2005） 
〔A〕 1,176,314 480,079 58,355 238,506 

平成 22 年（推計値） 

（2010） 

〔B〕 

(B-A)/A 

1,201,252 

(2.12%) 

490,378 

(2.15%) 

60,919 

(4.39%) 

234,765 

(-1.57%) 

平成 22 年 

(国勢調査速報値） 

〔C〕 

(C-A)/A 

1,222,910 

(3.96%) 

500,311 

(4.21%) 

60,900 

(4.36%) 

237,178 

(-0.56%) 

平成 22 年 

速報値－推計値 

〔C-B〕 

(C-B)/B 

21,658 

[1.80%] 

9,933 

[2.03%] 

-19 

[-0.03%] 

2,413 

[1.03%] 

注：（ ）内の値は平成 17 年人口をベースとした増減率(%) 

[ ] 内の値は平成 22 年推計値をベースとした増減率(%)

人口推計値と国勢調査速報値の比較 
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図 持続可能なまちづくりの方向性（超高齢社会） 

資料：さいたま市の持続可能なまちづくりに向けた今後の都市計画のあり方【中間取りまとめ】 

・ さいたま市においては、高齢化社会を迎え、“鉄道駅等を中心とした歩いて暮らせ

るまちづくり”、“鉄道やバスなど異なる公共交通機関の連携によるスムーズな移

動の確保”等を具体策とした持続可能なまちづくりを進めている。 
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② 地球環境問題への対応 

 
・ 地球環境問題の深刻化、とりわけ地球温暖化問題については、気候変動に関する政府

間パネル（IPCC）が 2007 年（平成 19 年）に取りまとめた第 4 次評価報告書第 1 作業

部会報告書によると、21 世紀末（2090 年～2099 年）の平均気温の上昇幅を 1.1～6.4℃

と予測している。また、世界の多くの地域において干ばつや洪水などの異常気象が頻

発するとともに、穀物生産への影響、感染症による被害の拡大など、人間の健康や社

会経済活動にも広汎かつ深刻な影響を及ぼす恐れがあると予測されている。（平成 19

年度版 図で見る環境・循環型社会白書） 

・ 環境基本法に基づく埼玉県環境基本条例の基本計画として策定された埼玉県環境基本

計画においては、21 世紀半ばを展望した長期的な目標を以下のように設定するととも

に、運輸部門においては、パークアンドライドなど交通需要マネジメントにより、自

家用車から公共交通機関への利用転換を促進し、自家用自動車からの CO2 排出を抑制

する施策を示している。 

 

 

図 21 世紀半ばを展望した長期的な目標（埼玉県環境基本計画） 

資料：埼玉県環境基本計画 

 

・ 2009 年 12 月に COP15 にて掲げた温室効果ガスの中長期的な排出削減目標（2020

年までに 1990 年比 25％削減、2050 年までに同 80%削減）に向け、今まで以上に

モーダルシフトを進め、鉄道等の環境負荷の少ない公共交通機関の利用促進を図

る必要がある。 
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（２）経済情勢等 

 １）経済情勢一般の状況 

 日本の経済情勢等に関わる発言等ついては、下記のようなものがある。（各資料一部抜粋） 

 ①日本銀行総裁『大震災後の日本経済：復旧、復興、成長』（2011 年 5 月 25 日） 

 

 ②政策推進指針～日本の再生に向けて～（平成 23 年 5 月 17 日 閣議決定） 

 

 ③第 177 回国会における野田財務大臣の財政演説（平成 23 年 1 月 24 日） 

 

 ④日本経済 2010－2011（平成 22 年 12 月） 内閣府政策統括官室（経済財政分析担当） 

・日本経済は、本年入り後、昨年秋口以降の踊り場的な局面から脱し、再び改善テン

ポを速めようとしていました。そうした矢先に発生したのが、今回の大震災です。

地震、津波、そして原子力発電所の事故によって状況は大きく変化し、日本経済は

現在、強い下押し圧力にさらされています。 

・本日、私が強調したいことは、震災への対応に全力を注いでいく中にあっても、従

来から認識されていた中長期的な課題への対応を、後退させてはならないというこ

とです。むしろ、被災地の復興を始め、震災後の状況への対応を、成長力強化に向

けた新たな出発点として位置付けていく構えが必要だと思います。 

（１）大震災が日本経済に及ぼす影響 

 ③ 今後の日本経済に及ぼす影響 

・消費の減少等による景気への影響が予想され、雇用についても、引き続き厳しい状

況がある程度の期間続くとみられる。来年度以降も電力制約がある程度残る可能性

がある。一方、毀損したストックの再建などを通じた復興需要は、景気にプラスの

効果をもたらす。 

・エネルギー・環境制約や企業・人材の流出等の懸念を克服していくためには、足下

から将来に至る中長期的な取組が必要と考えられる。他方、プラスの側面として、

耐震住宅、省電力・省エネ・新エネ投資等の新たな需要が拡大していく可能性があ

る。 

 我が国経済はリーマンショック後の経済危機を克服したものの、足元については、

失業率が若年層を中心に依然として高水準で推移するなど厳しい状況にあります。加

えて、デフレが続いており、円高、世界経済の動向等、景気の下押しリスクについて

も注視していく必要があります。 

また、少子高齢化、生産年齢人口の減少が進んでおります。さらに、我が国財政は

厳しさを増しており、国債発行に過度に依存した財政運営はもはや困難な状況にあり

ます。 

日本経済は、2008 年９月のリーマンショック後の大幅な景気悪化を経て、2009 年

春頃から外需と経済対策の効果にけん引されて持ち直してきた。 
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 ２）財政状況と公共事業への取り組みの考え方 

 ① 国 

 

・ 日本の経済・社会は歴史の転換点に差し掛かっている。深刻な財政状況の下、持続可

能な社会保障の整備が遅れる中、少子化・高齢化、生産年齢人口の減少が進み、社会

の閉塞感、将来への不安感が高まっている。 

・ 平成 23 年度予算編成の基本方針においては、「経済成長」、「財政健全化」、「社会保障

改革」を一体的に実現し、元気な日本を復活させるための礎を築く必要があるとし、

今後需要が拡大していく分野を中心に、雇用を増やし経済成長の要としていくための

政策に重点を置き、景気回復とデフレ脱却への道筋を確かなものにするとともに、持

続的な成長の基盤を築くとしている。 

・ 公共事業関係費については、我が国の社会資本の整備水準が上昇する一方、人口減少

社会が到来することに鑑みると、今後、更なる重点化・効率化が必要としている。 

 

 

資料：日本の財政関係資料（平成 22 年８月 財務省） 

・ 元気な日本の復活－「成長と雇用拡大」 
 国は「成長と雇用拡大」を実現し、経済成長及び財政健全化等を成し遂げようと

している。 
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 ② 埼玉県 

（※財源調整のための基金からの繰入額） 

・ 一貫して増加を続けてきた総人口も減少に転じ、高齢化率は 20％を超えて上昇を続け

ている状況について、埼玉県では、我が国の「規模の拡大社会」が終わり、緩やかな

経済成長の中で人口減少と高齢化が進行する「成熟社会」を迎えていると認識してい

る。 

・ 「成熟社会」にあっては、生活の質を高める「ゆとりの創造」が必要であると同時に、

「成熟社会」にあっても着実な成長を維持し続ける「チャンスの拡大」を推し進める

ことが重要であり、そのためには、すでに取り組んでいる「ゆとりとチャンスの埼玉

プラン」を実現する取組を加速するほか、①「未来への投資（人材育成及び次世代産

業の育成）」及び②「埼玉モデルの共助社会の構築」など、今後の成熟社会において県

に求められる政策への集中的な投資を行うこととしている。 

・ また、巨額の収支不足に対応し、全ての事務事業について例外なく見直しを行うこと

で事業の新陳代謝を加速し、社会情勢の変化への適切な対応を図っている。 

・ こうした中、公共事業については、客観的評価基準に基づく評価を踏まえ、投資効果

のより高い分野・箇所への集中投資を行い重点化を図るほか、限られた財源でより大

きな事業量の確保が可能となるようコスト縮減に努めることとしている。 

 

 ③ さいたま市 

 

・ さいたま市の財政については、「さいたま市行財政改革推進プラン 2010」によると平

成 23年度から平成 27年度までに約 1,070億円の財源不足となる見通しである。また、

さいたま市が目指す「子どもが輝く”絆”で結ばれたまち」の実現に向け、「しあわせ

倍増プラン 2009」、及び「総合振興計画新実施計画事業」等を推進することとしてい

る。 

・ これらの推進のため、枠配分外の予算要求を認めるなど、しあわせを実感できる事業

の重点化等の実施に対しては、弾力的な予算措置を図る一方で、市債の発行増により、

将来世代に過度の負担を転嫁することのないよう、臨時的な建設事業についてはその

重要性、緊急性及び事業成果等について、財政局において徹底的な精査を行うことと

している。 

 

・ 埼玉県の平成 23 年度予算における収支不足額は 542 億円※となっている。 

・ 財政状況は依然として厳しい中、公共事業については、投資効果のより高い分野・

箇所への集中投資を行い重点化を図るとともにコスト縮減に努めるとしている。 

・ さいたま市は平成 21 年度から市税収入が大幅に減収となる一方、財政需要は拡大

する見込みとなっている状況にあって、「子どもが輝く”絆”で結ばれたまち」の

実現に向け、「しあわせ倍増プラン 2009」、及び「総合振興計画新実施計画事業」

等を推進することとしている。 
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３．３ 沿線地域の状況 

（１）沿線地域の土地利用構想 

 

・ 「さいたま市公共交通ネットワーク基本計画」による整備方針では、地下鉄７号線の

延伸を含む都市発展軸等の整備を掲げており、地下鉄７号線の延伸は「副都心」であ

る浦和美園駅周辺と岩槻駅周辺の地域拠点間を結ぶ重要なプロジェクトとして位置づ

けられている。 

 

（２）沿線地域の開発状況 

 

・ 浦和美園駅周辺においては、文化・スポーツ・アミューズメント機能と商業・業務機

能を兼ね備えた魅力的な新市街地の整備を目的とした土地区画整理事業が４つの事業

地区（施行面積約 320ha）において進行中であり、平成 21 年度末時点の進捗率は約 34

～63%となっている。 

・ 岩槻駅の西側では、土地の利用増進を図り、商業の活性化と潤いのある住環境の形成

を図ることを目的とした「岩槻駅西口土地区画整理事業」（施行面積約 11.6ha）が進

行中であり、平成 21 年度末時点の進捗率は約 54%となっている。 

 

 

写真 浦和美園駅東口周辺の開発状況 

・ 「さいたま市総合振興計画（基本構想・基本計画）[改訂版]」においては、浦和

美園駅周辺、岩槻駅周辺が市街地ゾーンに位置づけられ、生活基盤の整備や緑の

空間の創出などにより、ゆとりある良好な住環境の創出を目指すとともに、防災

面や環境面に配慮した利便性の高い市街地の形成を進めることとしている。 

・ 延伸線区間の二つの拠点地区においては、土地区画整理事業が進行している。 
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図 延伸線沿線の開発状況 
①居住系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※No.35は構想段階であるため、計画人口等は想定の値となっている。 
 ②従業系 

 
 

平成17年
（2005年）

（ha） 人口 人口
1 さいたま市 砂（第２工区）土地区画整理事業 66.7 10,000 6,808
2 さいたま市 南浦和第二土地区画整理事業 50.6 5,000 6,621
3 さいたま市 東浦和第一土地区画整理事業 147.9 12,000 14,722
4 さいたま市 深作西部土地区画整理事業 72.1 7,211 3,841
5 さいたま市 北部拠点宮原土地区画整理事業 31.7 2,700 3,143
6 さいたま市 南与野駅西口土地区画整理事業 14.7 1,600 409
7 さいたま市 東浦和第二土地区画整理事業 76.7 7,600 5,834
8 さいたま市 浦和東部第一特定土地区画整理事業 55.9 5,500 288
9 さいたま市 江川土地区画整理事業 79.3 7,600 2,331
10 さいたま市 南平野土地区画整理事業 67.1 6,000 2,192
11 さいたま市 岩槻駅西口土地区画整理事業 11.6 1,160 639
12 さいたま市 指扇土地区画整理事業 29.9 3,000 2,055
13 さいたま市 日進東土地区画整理事業 16.8 2,750 1,783
14 さいたま市 さいたま新都心土地区画整理事業 47.4 0 652
15 さいたま市 大宮西部特定土地区画整理事業 115.5 13,000 4,043
16 さいたま市 浦和東部第二特定土地区画整理事業 183.2 18,300 1,721
17 さいたま市 岩槻南部新和西特定土地区画整理事業 73.8 7,400 413
18 さいたま市 大宮深作土地区画整理事業 13.9 1,380 657
19 さいたま市 円正寺・太田窪特定土地区画整理事業 17.2 1,880 1,677
20 さいたま市 三室西土地区画整理事業 13.9 1,565 958
21 さいたま市 松木特定土地区画整理事業 45.1 3,670 3,533
22 さいたま市 丸ヶ崎土地区画整理事業 29.1 2,530 474
23 さいたま市 大間木水深特定土地区画整理事業 28.1 2,800 1,491
24 さいたま市 大門第二特定土地区画整理事業 76.3 7,200 1,354
25 さいたま市 土呂農住特定土地区画整理事業 11.1 660 468
26 さいたま市 風渡野南特定土地区画整理事業 13.7 1,100 876
27 さいたま市 蓮沼下特定土地区画整理事業 23.6 2,300 1,687
28 さいたま市 大門上・下野田特定土地区画整理事業 36.3 3,300 514
29 さいたま市 台・一ノ久保特定土地区画整理事業 16 1,300 1,004
30 さいたま市 大和田特定土地区画整理事業 50.6 5,100 2,881
31 さいたま市 内谷・会ノ谷特定土地区画整理事業 13.5 1,350 718

NO 市名 開発計画名称
面積 計画

平成17年
（2005年）

（ha） 人口 人口
さいたま市 イオン浦和美園店 - 2,300 (2,300)

面積 計画
市名 開発計画名称
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（ha） 人口 人口
さいたま市 さいたま新都心土地区画整理事業 47.4 57,000 17,906

市名 開発計画名称
面積 計画

平成17年
（2005年）

（ha） 人口 人口
32 さいたま市 大谷口・太田窪土地区画整理事業 28.2 2,800 2,569
33 さいたま市 中川第一特定土地区画整理事業 38.4 3,100 2,885
34 さいたま市 七里駅北側特定土地区画整理事業 32 3,000 2,208
35 さいたま市 地下７拠点開発事業 - 4,000 189
36 川口市 長蔵新田特定土地区画整理事業 31.8 2,500 2,605
37 川口市 新郷東部第１特定土地区画整理事業 39.7 4,000 2,106
38 川口市 芝東第５土地区画整理事業 53.8 5,740 4,951
39 川口市 芝東第６土地区画整理事業 41.9 4,600 5,017
40 川口市 芝東第４土地区画整理事業 92.6 9,300 8,401
41 川口市 石神西立野特定土地区画整理事業 99.1 9,900 3,424
42 川口市 芝東第３土地区画整理事業 63.2 7,000 4,940
43 川口市 安行藤八特定土地区画整理事業 68.1 6,800 3,818
44 川口市 新郷東部第二土地区画整理事業 165 13,400 9,889
45 川口市 戸塚南部特定土地区画整理事業 52.7 2,900 2,720
46 川口市 戸塚東部特定土地区画整理事業 33.7 3,370 1,650
47 鳩ケ谷 里土地区画整理事業 80.7 6,400 5,617
48 蓮田市 馬込・下蓮田土地区画整理事業 106.4 9,600 5,011
49 蓮田市 黒浜土地区画整理事業 33.8 3,370 610
50 春日部 西金野井第二土地区画整理事業 33.6 2,700 1,636
51 越谷市 東越谷土地区画整理事業 91.6 9,160 6,542
52 越谷市 七左第一土地区画整理事業 42.5 4,540 1,631
53 越谷市 越谷西大袋土地区画整理事業 125.9 12,600 3,076
54 越谷市 越谷レイクタウン特定土地区画整理事業 225.6 22,400 797
55 越谷市 越谷駅東口第一種市街地再開発事業 2.6 1,000 100
56 越谷市 花田土地区画整理事業 94.2 9,400 7,961
57 越谷市 堂面土地区画整理事業 14.1 1,400 1,006
58 越谷市 鷺高土地区画整理事業 101.2 10,000 9,612
59 越谷市 間久里土地区画整理事業 22.7 2,200 2,676
60 上尾市 小泉土地区画整理事業 108 10,800 5,824
61 草加市 新田西部土地区画整理事業 145.9 12,700 12,641
62 蕨市 錦町土地区画整理事業 85.1 12,000 6,949

NO 市名 開発計画名称
面積 計画
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（３）鉄道不便地域の状況 

 

・ さいたま市は、東京都心から 20～40ｋｍ圏に位置し、鉄道網は、東北・上越方面等と

東京・新宿方面の南北方向及び県南や首都圏の東西方向を結ぶネットワーク上にある

ため、比較的高密な路線網が整備されている。しかし、市の東央、西央地域では鉄道

路線が供用されておらず、市域や市街地の広がりに比して駅の徒歩利用圏は狭く、駅

へのアクセスがバス交通等により補完されている。 

・ 平成 19 年度のさいたま市民意識調査結果によると、地下鉄７号線の延伸区間に位置す

る岩槻区は交通関係の施策（道路の整備や鉄道・バス輸送サービスの充実）の満足度

が最も低い結果となった。また、力を入れてほしい施策として交通関係が高い割合と

なっており、交通政策に対する同区の要望が高いことが伺える。 

 

 

図 さいたま市の現況鉄道ネットワーク 

資料：さいたま市総合都市交通体系マスタープラン基本計画 

 

・ さいたま市の東央に位置する延伸線区間は鉄道空白地帯となっており、地下鉄７

号線延伸による鉄道不便地域の解消が望まれている。 

西大宮 
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３．４ 鉄道利用者の状況等 

（１）埼玉高速鉄道の利用状況 

・ ＳＲ線の利用者数は開業以降堅調に増加しているものの、並行路線である京浜東北線

や東北・高崎線、東武伊勢崎線等に比べると混雑率や輸送量で大きく下回っており、

周辺路線の混雑緩和への寄与度は少なく、さらなる周辺路線の混雑緩和への貢献が求

められる。 
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図 ＳＲの乗車人員の推移（人/日） 

資料：さいたま市 HP、埼玉高速鉄道㈱HP を参考に作成 

 

 

図 ＳＲ周辺の駅乗車客数（平成 19 年度１日平均） 

資料：埼玉県 HP を基に作成 

・ 埼玉高速鉄道（以下、ＳＲという。）の利用者数や混雑率は増加傾向にあるものの、

周辺路線と比較するとまだ低い水準にある。 
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・ 混雑率については、最混雑区間が都心ターミナル駅付近となっているため、ＳＲ線と
単純に比較はできないが、ＪＲ各線などは都市圏における鉄道混雑緩和の長期的目標

としている混雑率 150％を軒並み超過しており、混雑緩和施策の遂行が求められる状

況である。 
 

 
注）最混雑区間は、京浜東北線（上野→御徒町）、武蔵野線（東浦和→南浦和）、埼京線（板橋→池袋）、高崎

線（宮原→大宮）、東北線（土呂→大宮）である。 
 

 
注）最混雑区間は、西武池袋線（椎名町→池袋）、西武新宿線（下落合→高田馬場）、東武伊勢崎線（小菅→北

千住）、東武東上線（北池袋→池袋）、東武野田線（北大宮→大宮）、埼玉新都市交通（大成→大宮）、秩父

鉄道本線（明戸→大麻生）、つくばエクスプレス（青井→北千住）、埼玉高速鉄道線（川口元郷→赤羽岩淵）

である。 
図 埼玉県を通る主要路線の混雑率（最混雑区間） 

資料：埼玉県 HP 
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・ １日当たりの輸送量（上り）については、埼玉高速鉄道線が平成 19 年度で約４万人に

達したのに対して、ＪＲ高崎線、東北線は 10 万人を超える規模にあり、ＪＲ埼京線や

西武線、東武線は 20 万人以上、ＪＲ京浜東北線は 30 万人以上と相当な差がある。比

較的近い数値の川越線にしても、５万人を超える輸送量を保持しており、ＳＲ線は、

そのポテンシャルを十分に発揮していない状況にあると言える。 

 

 
注）最混雑区間（１日当たり・上り）の輸送量である。 

 

 
注）最混雑区間（１日当たり・上り）の輸送量である。 

 
図 埼玉県を通る主要路線の輸送量（1 日当たり・上り） 

資料：埼玉県 HP 
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（参考） 

 

・鉄道サービス水準の状況 

 ① 所要時間 

赤
羽
岩
淵 

川
口
元
郷 

南
鳩
ヶ
谷 

新 

井 

宿 

戸
塚
安
行 

東 
川 

口 
浦
和
美
園 

鳩 

ヶ 

谷 

3

分 

3

分 

2

分

3

分

3

分

3

分 

南北線 
と直通運転 

2

分

 
 

 ② 周辺路線の列車運行本数、列車種別、表定速度の比較 

 区間別ピーク時表定速度

45.0

46.4

52.2

65.1
51.3

43.4

42.5

34.8

55.2

33.8

43.8

0 20 40 60 80
表定速度

各駅

準急

急行

快速

平均

5本
5 本 
12 本 
1 本 

合計  23 本 

12 本

12 本

8 本
 
 
4 本 

合計  12 本 

19 本

単位(km/h) 

注 1）埼玉高速鉄道線は鳩ヶ谷始発列車３本を含んでいない。 

注 2）ＪＲ埼京線は武蔵浦和始発列車３本、赤羽始発３本を含んでいない。 

注 3）ＪＲ東北線はＪＲ宇都宮線とＪＲ高崎線の上野行きを示し、湘南新宿ライン４本は含まない。 

図 周辺路線の表定速度・列車運行本数（ピーク時：発駅 7:30～8:30） 

埼玉高速鉄道線
浦和美園→赤羽岩淵

14.6km

東武伊勢崎線
春日部→北千住

28.2km

ＪＲ東北線
大宮→上野

26.7km

ＪＲ埼京線
大宮→池袋

22.6km

参　　考
東武野田線

岩槻→大宮
8.5km
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（参考） 

 

・鉄道サービス水準の状況（２） 

 ③ 周辺路線との運賃比較 
 

単位：円

埼玉高速 東葉高速 北総鉄道 埼玉新都市交通 つくばエクスプレス 東　武 西　武 秩　父 東　京 横　浜

 １キロ ２１０ ２００ １９０ １８０ １６０ １３０ １６０ １４０ １４０ １６０ １７０ ２００  １キロ

 ２キロ  ２キロ

 ３キロ ２１０ ２３０  ３キロ

 ４キロ ２６０ ２８０ ２９０ ２００ １５０  ４キロ

 ５キロ ２４０ １６０ １７０ ２３０ ２１０  ５キロ

 ６キロ ３００ ３５０ ３５０ ２４０  ６キロ

 ７キロ ２７０ １６０ １９０ ３００ ２６０  ７キロ

 ８キロ ３４０ ４２０ ４２０ ２８０ １９０  ８キロ

 ９キロ ３１０ ２００ ３７０  ９キロ

10キロ ３８０ ４９０ ４８０ ３２０ ２６０ 10キロ

11キロ ３４０ ２１０ ２４０ ４３０ ２９０ 11キロ

12キロ ４２０ ５５０ ５４０ ３６０ ２３０ 12キロ

13キロ ２３０ ４６０ 13キロ

14キロ ４６０ ４００ 14キロ

15キロ ６１０ ６００ ４９０ ３１０ ３２０ 15キロ

東  京  圏  内  の  他  社  線  と  の  運  賃  比  較

県内私鉄ＪＲ
東日本

東京
メトロ

第三セクター 公営地下鉄
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（２）埼玉高速鉄道の経営状況 

 
・ ＳＲ線は平成 13 年３月の開業後、輸送人員は当初の予測を下回る結果となったため、

埼玉高速鉄道㈱では、平成 16 年 11 月に「埼玉高速鉄道㈱経営健全化計画」を策定し、

埼玉県、川口市、さいたま市及び鳩ヶ谷市（以下「県及び沿線３市」という。）による

財政支援のもと、経営の安定化に取り組んできた。 

・ 「埼玉高速鉄道株式会社経営改革プラン」（平成 22 年２月）においては、適切な需要

予測に基づく事業計画と鉄道資産に見合った自己資本の調達ができれば経営の安定化

は可能であるとしており、県及び沿線３市は平成 22 年度から 10 年間、経営の安定化

に向けて引き続き経営支援に取り組むとしている。 

 

 

（３）震災時における埼玉高速鉄道 

 
・ 平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災の影響により、地震発生直後から首都圏

の鉄道路線が全線運行停止となった。また、東日本旅客鉄道が新幹線と在来線の運転

を終日見合わせたことにより、主要駅等で足止めされた多くの帰宅困難者が発生した。 

・ このような状況の中、一部の私鉄や地下鉄が同日中に運転を再開し、ＳＲ線において

も午後９時 20 分、南北線の白金高輪―浦和美園間で運転を再開した。同路線の運転再

開により、首都圏から埼玉方面への交通機関が確保され、沿線住民の交通手段のみな

らず、運休路線の代替機能（リダンダンシー）として大きな役割を果たした。 

・ 上位計画（国土形成計画等）においては、災害に強い国土構造を確立するために、交

通網における迂回ルート等の余裕性（リダンダンシー）の強化を図るとしており、放

射方向と環状方向からなる交通ネットワークの形成に向けて、地下鉄７号線延伸を含

む都市発展軸の整備が掲げられている。 

 

 

・ 東日本大震災発生直後から首都圏の鉄道路線が全線運行停止となったが、ＳＲ線は

震災同日中に運転を再開し、沿線住民の交通手段のみならず、運休路線の代替機能

（リダンダンシー）として大きな役割を果たした。 

・ 埼玉高速鉄道(株)に対し、県及び沿線３市による財政支援（平成 15～21 年度）が行

われた。この結果、目標としていた単年度償却前黒字（補助金を除く）を達成した

ものの、事業環境は依然として厳しい状況にあった。このため、県及び沿線３市は

経営安定化に向けた経営支援を引き続き行うこととしている。 
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３．５ 東京圏における交通実態 

 

 

資料：東京都市圏パーソントリップ調査（交通実態調査）の結果概要、H22.2.3 差し替え版 

 

 

 

 

・ 東京都市圏全体のトリップ数は、都市圏人口の増加に伴い、平成 10 年度調査に比

べて約７％増加している。埼玉県内については、約４％の増加となっている。 

図 東京都市圏総トリップ数 

図 地域別発生集中量 

注）総人口は PT 調査対象の 5 歳以上の人口



39 

 

 
資料：東京都市圏パーソントリップ調査（交通実態調査）の結果概要、H22.2.3 差し替え版 

 

 

 

図 地域別代表交通手段分担率（発生集中量ベース） 

資料：東京都市圏パーソントリップ調査（交通実態調査）の結果概要（抜粋）、H22.2.3 差し替え版 

・ 高齢者のトリップ数は著しい増加傾向にあり、高齢者の社会参加機会が増加して

いる。 

・ 代表交通手段分担率は、都市圏全体では自動車利用率が減少し、鉄道利用率が増

加しており、埼玉県南部においても同様の傾向が見られる。 
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３．６ まちづくりとの連携事例 

 

・ 鉄道整備とまちづくりとの連携の先行事例であるみなとみらい線、つくばエクスプレ

スにおいては、計画及び整備段階で官民の役割分担の明確化、利害関係の異なる主体

の調整、複数の事業の連携や受益と負担の公平性や資金調達における関係者の合意形

成プロセスにおいて、行政の主導的な役割が発揮され、まちづくりとの連携の成功に

大きく寄与したことが伺える。 

・ 平成 15・16 年度鉄道整備等基礎調査「まちづくりと連携した交通結節点の再生整備方

策に関する調査」ワーキンググループ（座長：森地茂（財）運輸政策研究機構運輸政

策研究所長）で示された３つの視点を意識した整備を行うことが利用者・事業者にと

って望ましい駅、地域にとって魅力ある空間が創出され、地域活性化に寄与すると考

えられる。 

視点① まちと一体的・総合的に連携した交通結節機能の創出 

視点② 個性的で魅力的な駅周辺地区の再生 

視点③ 公共性の高い駅空間の魅力創出 

・ 鉄道整備を契機として、新設駅等を中心に周辺地域の特性を生かした新しい街並

みの形成が着実に進んでいる。 
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表 埼玉県内のまちづくり事例（大規模開発概要） 

開発地域 越谷レイクタウン 新三郷ららシティ 

計画面積 約 225.6ha 約 51.1ha 

計画人口 約 22,600 人 （269 区画） 

完了年度 2018 年 － 

 

 
写真 越谷レイクタウン周辺航空写真（平成 22 年７月撮影） 

資料：UR 都市機構 HP 

 

 
新三郷ららシティ完成イメージ 

資料：三井不動産㈱HP 

・埼玉県内においても、「越谷レイクタウン」や「新三郷ららシティ」で駅を中心とし

た大規模なまちづくりが進められている。 


